
用語説明
歳入

歳出

総務費
16億3,437万円
（7.3％）

総務費
16億3,437万円
（7.3％）

国庫支出金
32億8,784万円
（14.8％）

国庫支出金
32億8,784万円
（14.8％）

その他
（地方消費税交付金,地方譲与税など）
7億7,680万円
（3.5％）

その他
（地方消費税交付金,地方譲与税など）
7億7,680万円
（3.5％）

繰入金
9億
7,214万円
（4.4％）

繰入金
9億
7,214万円
（4.4％）

その他
（使用料および手数料など）
7億9,626万円
（3.6％）

その他
（使用料および手数料など）
7億9,626万円
（3.6％）

県支出金
14億9,713万円
（6.7％）

県支出金
14億9,713万円
（6.7％）

市債
34億3,210万円
（15.4％）

市債
34億3,210万円
（15.4％）

自主財源
41億5,613万円
（18.7％）

自主財源
41億5,613万円
（18.7％）

市税
23億8,773万円
（10.7％）

市税
23億8,773万円
（10.7％）

依存財源
180億9,387万円
（81.3％）

依存財源
180億9,387万円
（81.3％） 地方交付税

91億円
（40.9％）

地方交付税
91億円
（40.9％）

消防費
15億4,705万円
（7.0％）

消防費
15億4,705万円
（7.0％）

労働費1,457万円(0.1%)
予備費5,000万円(0.2%)
議会費1億8,282万円(0.8%)
商工費3億1,101万円(1.4%)

労働費1,457万円(0.1%)
予備費5,000万円(0.2%)
議会費1億8,282万円(0.8%)
商工費3億1,101万円(1.4%)

農林水産業費
18億5,149万円
（8.3％）

農林水産業費
18億5,149万円
（8.3％）

教育費
19億4,139万円
（8.7％）

教育費
19億4,139万円
（8.7％）
衛生費
22億8,163万円
（10.3％）

衛生費
22億8,163万円
（10.3％）

土木費
24億873万円
（10.8％）

土木費
24億873万円
（10.8％）

公債費
32億6,137万円
（14.7％）

公債費
32億6,137万円
（14.7％）

民生費
67億6,557万円
（30.4％）

民生費
67億6,557万円
（30.4％）

平成29年度一般会計当初予算　222億5,000万円
　平成29年第1回つがる市議会定例会において、平成29年度つがる市一般会計当初予算が可決さ
れました。平成29年度一般会計の予算規模は222億5,000万円で、前年度当初予算に比べて17億
4,000万円（7.3％）の減となっています。
　私たちの暮らしに活かされる平成29年度当初予算を紹介します。

■使用料および手数料
市の施設の使用料や住民票
などを交付したときの手数
料など
■繰入金
事業を円滑に実施するため
に基金や他の会計から補充
するお金
■地方交付税
地方自治体ごとの財政運営
の均衡をとるために国から
交付されるお金
■市債
市が事業を進めるために国
や銀行などから借りるお金

■民生費
福祉や年金、医療、保育所
運営などに使われるお金
■公債費
市の借入金（市債）の元金や
利子の償還に使われるお金
■土木費
道路や住宅などの整備や除
雪対策のために使われるお
金
■衛生費
各種健（検）診や予防接種な
どの保健関係、ゴミやし尿
の処理などに使われるお金
■教育費
小・中学校の運営や教育、
文化、スポーツの振興など
に使われるお金

■国庫支出金
特定の目的の財源として国
から交付されるお金
■県支出金
特定の目的の財源として県
から交付されるお金
■地方消費税交付金
市民の皆さんが納めた消費
税の一部を財源として国か
ら交付されるお金
■地方譲与税
一度国税として徴収され、
その後市町村に分配される
お金

■農林水産業費
農林水産業の振興や農道な
どの整備に使われるお金
■総務費
全般的な管理業務や財政、
財産管理、徴税、選挙など
に使われるお金
■消防費
消防、防災、災害対策など
に使われるお金
■商工費
商工業や観光の振興に使わ
れるお金
■議会費
市議会の運営のために使わ
れるお金
■労働費
雇用の安定のために使われ
るお金

歳　入

歳　出

一般会計予算を市民１人あたりにすると65万9,318円 平成29年3月1日現在の人口33,747人で
計算したものです。

目 的 別 金　額 目 的 別 金　額
民 生 費 20万 479円 総 務 費 4万8,430円
公 債 費 9万6,642円 消 防 費 4万5,843円
土 木 費 7万1,376円 商 工 費 9,216円
衛 生 費 6万7,610円 議 会 費 5,417円
教 育 費 5万7,528円 予 備 費 1,481円
農林水産業費 5万4,864円 労 働 費 432円

区　　分 平成29年度 平成28年度 増減率
一 般 会 計 222億5,000万円 239億9,000万円 ▲ 7.3

特 別 会 計 127億3,849万9千円 125億45万3千円 1.9

農業集落排水事業 6億5,394万4千円 6億4,033万2千円 2.1

公共下水道事業 7億674万5千円 7億4,385万6千円 ▲ 5.0

国 民 健 康 保 険 62億4,804万4千円 61億8,332万7千円 1.0

後期高齢者医療 6億8,453万1千円 6億6,011万7千円 3.7

介 護 保 険 44億4,523万5千円 42億7,282万1千円 4.0

会計別当初予算額 ( ▲は減）
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市民特別健診事業	 9,205万円
　市民の健康保持のため各種健（検）診事業を行います。
予防接種対策事業	 1億150万円
　各種予防接種を実施します。今年度は、中学生までのイン
フルエンザ予防接種費用を無料化します。
高規格救急車購入事業	 4,516万円
　安心な医療体制の充実を図るため、高規格救急車の購
入整備を行います。

児童福祉対策事業	 5億7,642万円
　子どもたちの健やかな成長を図るため、児童手当や児童
扶養手当の支給等を行います。
高齢者福祉対策事業	 1億5,639万円
　安心して暮らせる高齢福祉の充実を図るため、各種生活
支援サービスを提供します。
障害者福祉対策事業	 10億7,844万円
　障害のある方の自立を支援するため、障害福祉サービス
の充実と相談支援体制の強化を図ります。

多面的機能支払事業	 4億4,139万円
　農業の多面的機能の維持・発揮のための地域活動や営
農活動に対して支援します。
合併処理浄化槽整備事業	 2,802万円
　公共下水道および農業集落排水事業の区域外で合併
処理浄化槽を設置される方へ補助金を交付します。
地域住宅支援事業	 6億8,400万円
　快適な住環境の整備として、桜木団地建て替え工事（平
成29年度6棟28戸）を行います。
消防施設整備事業	 3億6,920万円
　防災対策強化のため、コミュニティ消防センター３棟、屯所
１棟の建設等を行います。

市立図書館運営費	 7,499万円
　市立図書館を運営し、地域における読書と生涯学習の振
興を図ります。
遺跡発掘・保存事業	 1億2,776万円
　世界遺産登録に向けて、亀ヶ岡遺跡の史跡地の公有地
化や遺跡発掘調査を行います。
旧木造中央公民館講堂移築保存事業	 1億3,161万円
　市の文化財である旧木造中央公民館講堂を移築保存します。

広報事業	 1,796万円
　広報紙を年12回発行し、市政情報を提供します。
ホームページリニューアル事業	 549万円
　スマートフォンからの閲覧にも対応する、よりアクセスしやす
いホームページにリニューアルします。

農業次世代人材投資事業	 5,485万円
　次世代を担う意欲ある新規就農者に年間最大150万円

（最長5年間）の資金を交付し、経営確立の支援をします。
民間賃貸住宅建設支援事業補助金	 3,600万円
　結婚を機に独立する夫婦や、転入する子育て世帯の住
まいを確保するため、民間事業者に対して賃貸住宅の建
築費を補助します。
保育所等第2子以降支援助成事業補助金	 6,039万円
　第2子以降の保育料を完全無料とし、子育てを支援します。

つがるブランド推進事業費	 5,004万円
　つがるブランドのPR活動や商品開発などを実施します。
今年度はネット販売や県外販売ブースにも力を入れます。
園芸施設用パイプハウス導入事業補助金	 1,000万円
　畑作振興を図るため、園芸施設用パイプハウスを新規導
入する個人および団体に対し、補助金を交付します。
道の駅もりた駐車場拡幅事業	 4,174万円
　道の駅もりた隣に農産物直売施設を建設することに伴
い、駐車場の拡幅工事を行います。
つがる地球村大規模改修事業	 1億4,729万円
　平成5年に開設したつがる地球村の施設を改修し、宿泊
や研修環境を整え、観光の推進を図ります。

交通対策事業	 3,019万円
　乗合タクシー運行委託、路線バス維持費の補助等、地域
の生活に必要な交通確保に取り組みます。
道路橋梁事業	 6億413万円
　地域経済振興と雇用対策を図るため、主要幹線道路、
生活道路等の維持・整備を行います。
除雪対策事業	 5億3,123万円
　冬期間の市民の安全確保のため、市内全域の除排雪・
防雪対策に取り組みます。

　財源の約 4 割を占める地方交付税が段階的に減額さ
れていることに加え、大幅な増収は見込めない状況に
あります。
　この厳しい状況の中、予算編成にあたっては、第 2
次つがる市総合計画に基づく施策の重点化と財政規律
の堅持を基本方針とし、「少子化対策」、「産業振興」、「教
育の充実」を重要課題としてとらえ、限られた財源で
最大の効果を生み出すよう予算配分に努めました。

（1万円未満は四捨五入）

① 若者が集まるまちづくり

④ 健やかに暮らせるまちづくり

⑤ 地域で支え合うまちづくり

⑥ やすらぎと安心のあるまちづくり

⑦ 未来を担う人と文化を育むまちづくり

⑧ 協働のまちづくり

② 活力あふれるまちづくり

③ 利便性の高いまちづくり

予算編成に当たって

平成29年度予算における主要事業
～第2次つがる市総合計画前期基本計画の8つの基本政策～

広報つがる 2017. 4月号3


